政策ニュースレター第45号

社会保障審議会・少子化対策特別部会（第30回）報告
日時：2009年12月9日（水）17:00～19:00

場所：中央合同庁舎4号館共用108会議室

出席者： ＜委員＞ 大日向恵泉女学園大学教授（部会長）、篠原・連合生活福祉局長、岩淵・東北福祉大学教授、内海・吉村小児科院長、清原・三鷹市長、高尾・日本経団連少子化対策委員会企画部会長、宮島・日本テレビ報道局開設委員、山縣・大阪市立大教授、吉田・遊育代表取締役、速水参考人（野呂・三重県知事の代理）　＜事務局＞伊岐・雇用均等児童家庭局長、香取審議官、田河総務課長、今里保育課長、朝川少子化対策企画室長他

議題： 次世代育成支援のための新たな制度設計について

　少子化対策特別部会は、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（2007年12月）の決定を受け、2008年3月より、次世代育成支援のための新たな制度設計に関する議論を行ってきた。今回、「報告」ではなく、「議論のポイント」という形でとりまとめられた。新たな制度設計のポイントは、次の5つ。

① 市町村の保育の実施責務（・例外ない公的保育サービスの保障責務、・質の確保された公的保育サービスの提供責務、・適切なサービスが確実にうけられるようにする利用支援責務、・保育サービス費用の支払い義務）を法制度上明示する。

②「保育に欠ける」という仕組みを見直し、「保育が必要な」子どもに例外なく保育サービスを受ける地位を付与する。

③市町村の実施責務の下、利用者と事業者が公的保育契約を結ぶ。

④市町村は、利用者に対して、利用したサービスの費用を保障する。

⑤裁量的な認可制を見なおし、最低基準に基づく指定制を導入する。

　連合は、次の2点について明確にすることを試みてきた。

① 現行制度では、市町村は保育所に保育サービスの提供を委託し、それにかかわる費用を負担する仕組みになっているため、市町村は運営費の使途制限をかけることができる。新制度では、市町村は利用者に対して費用保障を行い、保育所が利用者に代わって費用を代理受領する仕組みになるため、市町村は使途制限をかけられなくなるのではないか。運営費の太宗は人件費が占めるため、運営費の一定割合が確実に人件費に充当される使途制限が必要である。

② 新制度では、実施主体（市町村）と指定権者（都道府県）が分離される。介護保険制度では、同様に保険者（市町村）と指定権者（都道府県）が分離し、市町村の関与が希薄になっている。事務局は「都道府県と市町村の指導監督権限を整理する」と説明しているが、市町村に実質的な権限（改善命令等）を付すことが可能かどうかの明確な回答がない。

　篠原委員は、利用者による利用料の滞納を例にとり「市町村が、保育所に代って、利用者から利用料を徴収することができるのか。その根拠は」と質問した。事務局は、「市町村が直接徴収することもありうる」と回答した。

　12月8日に閣議決定された「緊急経済対策」は、「国民潜在力の発揮」のための「制度・規制改革プロジェクト（仮称）」の一環として、「幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を進める」ことを打ち出し、2010年前半を目途に新制度の基本的な方向を固め、2011年通常国会までに所要の法案を提出することとした。「緊急経済対策」の新制度は、株式会社などの参入促進を図るため、運営費の使途範囲の見直しなど、規制緩和の色合いが濃い。少子化対策特別部会のとりまとめは、新制度設計の基礎になると考えられる。
